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はじめに

周辺諸国に比べて人口の高齢化が社会問題と

なった時期はやや遅れたものの、オランダの社会

福祉改革のうねりは、すでに 1970年代以降、施設

サービスから在宅サービスへの転換を軸に、地域

における専門サービス体制の再編を促してきた。

そして、1980年代以降は、基本的な政策方針とし

て、質を落とさず安価なサービスに置き換えると

いう意味での「代替策」（substitutie）や、個々のニー

ズに対応する目的で「個別仕立てのケア」（zorg op
 

maat）に沿った改革が進められてきた。

これらの「見直し」は、近年ではさらに「現代

化」（modernisering）や「イノベーション」（innovatie）

という用語をともなって、効率を重視したサービ

ス提供体制を築くための具体的な政策に反映され

ている。と同時に、オランダの福祉改革の基本理

念そのものが、特に 1990年代後半以降、次のよう

に大きく変化したことが注目される。すなわち、

かつてのような公的責任や相互扶助を前提とした

福祉改革から、最近では、「利用者本位」のサービ

スが重視されるとともに、サービス利用者の自己

責任を基盤にすえた改革をめざすものとなった。

以上のようなラディカルともいえる改革の背景

には、たんに国内での少子・高齢化の進行による

財源の逼迫や人材不足の問題だけでなく、EU統合

によって EMU（経済通貨統合）など EU政策に歩

調を合わせるために財政を引き締めざるをえない

オランダの加盟国としての事情がある。

本稿では、近年のオランダの地域福祉政策の現

状と改革の動向について、高齢者の長期医療・介

護に焦点をあてて、「統合ケア」の視点から考察し、

わが国でも議論を呼び起こしている「地域包括ケ

アシステム」の参考とすべき論点を見出すことに
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オランダにおける最近の地域福祉改革の動向と課題
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■ 要 約

本稿の目的は、高齢化によるニーズの高まりと、財源確保の課題に直面している近年のオランダの地域福祉改革について、

「統合ケア」の視点から現状の改革の特徴と課題を明らかにし、わが国の政策の参考にすべき点を見出すことである。

これまでオランダの福祉改革は、「代替策」の方針に沿ってもっぱら専門職によるフォーマルなサービス提供体制のなか

で、施設から在宅サービスへの転換がはかられてきた。近年では、さらに家族などのインフォーマルな介護の担い手を巻き

込んだ「統合ケア体制」がめざされている。しかしその具体策をみると、「利用者本位」のサービス体制が強調されるいっぽ

うで、医療と介護を切り離すような長期医療保険制度の改正や、市場原理の導入によるサービス提供体制の変容、また、高

齢者や女性の就労促進策と家族介護への期待などがみとめられ、「統合ケア」を進めるうえで新たなディレンマを生み出して

いる。
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したい。

以下では、オランダの高齢者の生活状況につい

て概観することからはじめ、在宅・施設サービス

の現状について明らかにする。そして、オランダ

の高齢者介護をめぐる制度・政策の主な特徴につ

いて示したうえで、現在実施に移されつつある改

革の動向と課題について、フォーマル部門とイン

フォーマル部門に分けてそれぞれ検討を加えるこ

とにしたい。

１.高齢者の引退と地域生活

2006年現在、オランダの全人口は約 1630万人で

あり、そのうち 65歳以上人口の割合は 14.3％を占

めている。社会文化計画局（SCP）のデータに沿っ

て高齢者の生活状況について概観してみよう1)。

⑴ 高齢者の引退プロセスと経済生活

オランダでは、65歳以上の高齢者の約 9割は、

公的年金と職域年金や企業年金などの私的年金を

組みあわせて主な収入源として、地域で暮らして

いる。オランダはこれまで、EU諸国のなかでも 65

歳以前に労働市場を退出する早期退職者の比率が

高いことが特徴であったが、近年の早期退職制度

の見直しと就労促進策によって、周辺諸国に比べ

て急速に高齢労働者の就業率が高まっている。2005

年には 55歳から 64歳までの実質的な就業率は

40％となり、EUが示している目標値（2010年ま

でに 45％に引き上げる）に近づいている。

また、高齢者層の高学歴化も進んでおり、全体

としてみれば、以前に比べて高齢期の経済生活は

安定的になり、就労機会が増えたほか、生涯教育

や社会参加活動も活発になった。

しかしそのいっぽうで、約 12万人の高齢者が、

無年金または低年金のために貧困状態におかれて

いるという報告もある2)。政府は、これらの人々に

対してタックス・クレジット（税控除）などを通

じて所得保障を行っていく方針である。また、65

歳未満の高齢労働者で、体調などを理由に思うよ

うに働けなくなった場合、以前は、早期退職制度

を通じた給付や、高齢労働者のための社会保障給

付が行われたが、近年の制度改正により所得保障

給付が縮小したことから、そのような人々が貧困

に陥りやすいという指摘もある。また、高齢労働

者の就業率の高まりそれ自体は評価すべきもので

あるが、逆にそのことが、高齢の家族介護者やボ

ランティア活動の人材を減らしてしまうことを問

題とする意見もみられる3)。

⑵ 高齢期の家族形態と住まい

オランダの高齢者の家族形態は、夫婦のみまた

はひとり暮らしが中心である。75歳以上層では約

4割が、85歳以上層では 2割弱が夫婦のみ世帯と

なっている。配偶者以外の家族（子どもや兄弟・

姉妹等）との同居率はきわめて低く、年齢別にみ

るとその比率が最も高くなる 85歳以上層であって

も約 6％にとどまる4)。

たしかに年齢が高くなればひとり暮らしの比率

も高まるが、80～85歳層になるとその比率は約 9

割に上る。しかし、これらの「ひとり暮らし高齢

者世帯」は、夫婦で暮らす世帯等と比較して地域

の情報を得にくく、社会参加や介護サービスへの

アクセスなどに問題が生じやすいことが指摘され

ている。

在宅ケアの促進にあわせて、オランダではその

基盤となる住宅の整備が進められてきた。配偶者

を失った場合や、みずからが虚弱になり、住み慣

れた自宅での暮らしが困難になった高齢者に対し

て、室内に階段がなく、アラームが設置されて車

椅子にも対応できるような高齢者向け住宅が、こ

のところ急速に建設された。英語にすれば、それ

は「シェルタードハウジング」にあたるが、定義

が明確でなく、オランダではその種類が多岐にわ

たることから、全体数を正確に示すことは困難で
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ある。住宅・国土計画・環境省によれば、既存の

住宅の改築も含めてこれらの「高齢者のために特

別にデザインされた住まい」は、1990年には約 17

万 5,000戸であったものが、2002年には約 48万戸

に増加したと報告されている5)。

そのなかで、比較的歴史がある住宅として、例

えば 1970年代から建設が進められた「よりかかり

住宅」（aanleun-woning）は、高齢者ホームに併設

される住宅で、食事など施設のサービスを利用し

ながら自立的な生活を営むという発想が注目を集

めて一時期建設が進んだ。また最近では「複合住

宅」（woonzorgcomplex）が建設されているが、そ

れは身体的状況が変化して介護が必要になった場

合にも夫婦がともに暮らせるように、状況にあわ

せて住まいと介護サービスを提供するものである。

そのほか、高齢者のグループがみずからその住ま

いを管理していくというグループリビング（groe-

pwonen）や、主に認知症高齢者を対象とする小規

模グループホーム（kleinschaligwonen）などがあ

る6)。

これらの住宅は、政府の補助金によって建設さ

れ民間非営利団体が運営するものもあれば、民間

営利団体が建設・運営するものもあり、また、所

有形態も賃貸方式と分譲方式などさまざまである。

２.在宅サービス

では、地域で暮らす高齢者が医療や介護を必要

とするようになった場合、どのようなサービスが

利用できるのだろうか。

⑴ 在宅専門サービスの現状

高齢者の在宅サービスの利用状況をみると、55

歳以上の約 4世帯に 1世帯が、自立した生活を送

るために何らかの援助を受けており、75歳以上層

ではその割合は約 5割に上る7)。

オランダでは、「家庭医」（GP）と「在宅ケア協

会」（Thuiszorg）が、専門的な在宅サービスの中心

的な担い手であるが、最近では両者の機能や役割

がじょじょに変化しつつある。

家庭医」制度は、各家庭が地域で開業する家庭

医を選んで年間契約を結び、医療を受ける制度で

あるが、家庭医は治療や薬剤の処方を行うほか、

必要に応じて患者に専門医を紹介する。この点で、

家庭医は医療供給のゲートキーパーとしての役割

を担ってきたといえるが、最近では在宅医療の促

進にあわせて、地域医療のコーディネーターとし

ても期待されている。2004年現在、全国の登録家

庭医数は約 9,900人（そのうち女性が 3,250人）で

あり、近年では女性の家庭医の増加がめざましい8)。

じっさいに家庭医のなかではかつての単独診療

を中心としたシステムから、最近では、家庭医が

ペアを組んで協働するケースが増えているほか、

訪問看護師や理学療法士、歯科医やソーシャルワー

カーなどと協働する比率も高まっており、1994年

に約 1割の家庭医が行うにすぎなかったこのよう

なグループ診療が、2004年には約 3割を占めてい

る。なおこれらのグループ診療は、主に地域の健

康センター（gezondheidscentrum）などで行われて

いる。

また、日常の在宅医療・介護は、伝統的に民間

非営利団体として地域ごとに発展をみた「訪問看

護師」と「ホームヘルパー」の団体がそれぞれ業

務を担ってきたが、近年では両団体の財源が統合

されて特別医療費（補償）制度の対象にされると

ともに、看護職と介護職の資格制度も一本化され、

職種は段階別に「介護専門職」（1、2、3）と、「看

護専門職」（4、5）の 5段階のレベル別の資格となっ

ている。また、看護師のなかでもさらに上級で家

庭医の業務を代替できるような「ナースプラクティ

ショナー」も増加しており、2005年現在 279名が

有資格者として活動している。

オランダにおける最近の地域福祉改革の動向と課題
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⑵ 在宅サービスにおける「統合」の課題

先に示したように、プライマリーケアと呼ばれ

る在宅医療・介護の担い手の間では、じょじょに

ではあるが、グループ診療などを通して連携・協

働が進んできた。しかし同時に、医療の階層化が

問題とされており、いわゆるプライマリーケアと

セカンダリーケア（病院・ナーシングホーム・専

門医）との連携が不十分であるといわれている。

例えば病院と在宅医療をつなぐような専門医と家

庭医との協働は容易ではなく、また、病院の看護

師と在宅サービスを提供する介護専門職員との間

の協力も難しいとされる。この点の問題の解決を

はかるために、在宅ケア協会に所属する看護師が

「リエゾン看護師」として、病院と連絡を密にして

患者の退院の際に在宅生活への復帰をスムースに

するなどの試みが行われている。そのほかにも、

急性期の統合ケアは慢性期のそれよりも困難とさ

れ、また、治療と介護と予防が、サービス利用者

の急速なニーズの変化に十分対応できていないこ

とも統合を難しくしている9)。

他方で、「在宅ケア協会」では、人材不足が深刻

である。看護職・介護職の多くは女性のパートタ

イム労働者であるが、パートタイム労働者が多い

ことについては、オランダでも賛否両論がある。

労働時間を柔軟にして人材を集めるという点では

パートタイムにメリットが大きいものの、利用者

にとっての満足度や業務の引継ぎなどに時間がか

かることなどが問題とされている。

また、最近では、在宅医療・介護市場の規制緩

和と競争原理を導入することによって、システム

全体の効率化をはかることが重視されている。サー

ビス提供者間での競争が激しくなるとともに、再

編を迫られた民間非営利団体の間では、組織の一

部を民営化したり、組織間での統合をはかるなど、

新たな体制にみずからを適合させるための努力が

重ねられている。今後、このまま民営化が進むこ

とにより、地域の「統合ケア」にどのような影響

が及ぶのか、より詳しく検討していく必要があろ

う。

３.施設サービス

⑴ 施設サービスの現状

オランダでは現在、自宅で専門的な在宅サービ

スや家族によるケアだけでは生活できないような

要介護状態にある高齢者のための入居施設として

高齢者ホーム（verzorgingshuis）が設立されている。

また、重介護を必要とする高齢者や障がい者のた

めの医療施設としてナーシングホーム（verpleeghuis）

がある。いずれの施設もこれまでその大多数を民

間非営利団体が設立してきたが、1997年に高齢者

ホームの財源が、特別医療費（補償）制度（AWBZ）

によりまかなわれるようになったために、両者の

財源基盤は統一されることになった。

図 1に示すように、施設入居者数は、2003年現

在、全国の高齢者ホームには約 10万人が、ナーシ

ングホームには約 6万人が入居している。1992年

から 2004年までの推移をみると、ナーシングホー

ムの入居者数が微増傾向にあるいっぽうで、高齢

者ホームの入居者数は、減少の一途をたどってい

る。

また入居者の要介護状態をみると、近年、特別

医療費（補償）制度における要介護認定が施設入

居の基準を引き締める方向で改正されたため、施

設には、障がいの度合いが重い高齢者が増加して

いる。入居施設への申請者を大別すれば、身体的

な障がいを有する高齢者は高齢者ホームへの入居

希望が多く、また認知症の高齢者がナーシングホー

ムに入居する比率が高い。利用者には所得に応じ

た自己負担がもとめられる。

施設サービスの課題として、オランダでもナー

シングホームでは 3人以上の相部屋もまだ残され

ており、入居者からプライバシーの確保ができな

いという不満の声が上がっている。また、職員不

－ －46
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足から、入居施設において家族やボランティア等

によるインフォーマルな介護が少なからず提供さ

れており、2002年には、約 10万人のボランティア

が、これらの施設で活動したといわれている10)。

それでもなお、入居受入数を上回るニーズがあ

り、このところ待機者問題が深刻になっている。

2003年時点で、全国で 75歳以上の人々約 25,000

人が高齢者ホームへの入居を待機しており、また、

5,500人がナーシングホームへの入居を待機してい

る11)。

⑵ 施設を利用した統合ケアの推進

施設ケアから在宅ケアへの政策転換にあわせて、

高齢者ホームやナーシングホームなどの入居施設

には近年、地域とのつながりをめざした新たな役

割がもとめられている。いわゆる「施設の社会化」

であるが、例えば、これまで高齢者ホームなどの

レストランを地域住民に開放することや、地域で

暮らす高齢者に対して定期的な配食サービスが行

われてきた。また、アラームサービスが施設から

地域住民へ提供されている。

表 1は、高齢者ホームが地域の要介護者を対象

に提供した通所・在宅サービスを全国で利用した

人々の数であるが、ショートステイやデイケア、

アラームシステムの利用者数が増加する傾向にあ

ることがわかる。ショートステイは主に病院から

の退院者、または一時的に家族介護などが困難に

なった高齢者に対して、6週間から 8週間、24時

間ケアを提供するものであり、また、デイケア・

ナイトケアは、家族介護の負担を減らすために利

用されるほか、施設入所の前に試験的に利用され

ている場合もある。高齢者ホームが提供するこれ

らの 3種類の通所機能を利用した地域の要介護者

の数は 2003年には約 55,000人であった。

さらに、高齢者ホームとナーシングホームから

直接在宅サービスを提供することも可能になった

が、高齢者ホームから提供される訪問介護サービ

スを利用した地域の要介護者の数は、2003年現在、

約 65,000人となっている。

このほか、入居施設間の垣根をこえたサービス

出典：SCP(2006)p.151 Figuur 7.6より

図１ 高齢者ホームとナーシングホームの入居者数の推移（1992-2003年)
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提供も行われるようになり、例えば、ナーシング

ホームから高齢者ホームの居住者に対する医師の

往診などが行われている。また、高齢者ホームか

ら、前述した高齢者のために特別にデザインされ

た住まいの居住者への訪問ケアも行われている。

４.オランダのインフォーマルケア

次に、オランダの家族などによる介護（インフォー

マルケア）にはどのような特徴があるのかをみて

おこう。EUでは最近、地域レベルでの高齢者を対

象とした「統合ケア」に関する調査ネットワーク

が設立されるなど、比較調査研究が行われている12)。

オランダの社会文化計画局は、EUのデータをも

とにして、10カ国（オランダ、ベルギー、ドイツ、

オーストリア、デンマーク、スウェーデン、フラ

ンス、イタリア、スペイン、ギリシャ）の高齢者

介護の比較研究を行っている。そして、オランダ

のひとつの特徴として、長期医療・介護に対して

専門サービスが発展をみたことから、これまで家

族介護への依存度が低かった点が指摘されており、

EUのなかでは、北欧諸国に共通する特徴をもつと

されている。

図 2は、「ひとり暮らしの親が自立した生活がで

きなくなった場合、誰が介護をすべきか」という

問いに対して、「家族が行う」、「ホームヘルパーに

頼む」、「ナーシングホームに入居させる」という

回答の比率を各国間で比較したものである。これ

をみると、たしかにオランダの親の介護に対する

意識は、家族介護よりも専門サービスの利用意識

が高い点で北欧に近いといえよう。

この家族介護と専門サービスとの関係について、

同報告では、オランダは、「家族が軽介護を行い、

専門サービスが重介護を行う」という役割分担に

あてはまるともされている13)。つまり、家族介護

も少なからず行われてきたが、重介護まで家族が

担わなくてすむように専門サービスが設立されて

きたといわれる。北欧に比べて女性の労働力率が

低く、潜在的な介護力が残されていながら、オラ

ンダでは高齢者介護については家族に依存せずに、

専門サービスが提供されてきたようすがうかがえ

る。

５.近年の福祉改革の動向

最後に、最近の改革の方向として、⑴社会支援

表１ 高齢者ホームが提供する在宅サービスを利用した人数（1995年-2003年）（単位 1,000人)

出典：SCP(2006)p.153 Table7.5より
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法（Wet maatsschappelijke ondersteuning :Wmo）

の導入と自治体の改革、⑵介護のための現金給付、

⑶家族介護への期待、の 3つについてそれぞれ紹

介しておきたい。

⑴ 社会支援法の導入と自治体の改革

前述したように、オランダでは、医療・福祉行

政は、伝統的に地域の医療・介護サービスは民間

非営利団体の活動に委ねられてきたため、市町村

自治体の役割はもっぱら民間非営利団体がサービ

スを提供できない場合にそれをカバーする程度に

とどめられてきた。市町村自治体が高齢者や障が

い者向けのサービスに大きくかかわるようになっ

たのは、過去 20年間くらいのことである。

分権化政策の下で、住民に最も身近な市町村レ

ベルでの自治体が中心になって、サービス利用者

にとってよりよいサービス提供体制を築くことと、

同時に住民を巻き込んで、多様なニーズに対応で

きるような自立支援のサービス体制を構築するこ

とをめざして、2007年より社会支援法が施行され

た。

同法は、これまでの社会福祉法（Welzijnswet：

1987年制定）と、障がい者福祉法（WVG：1994年

制定）と、さらに特別医療費（補償）法（AWBZ：

1967年制定）の一部を統合したものである。障が

い者福祉法による住宅改修や移送サービス、車椅

子の支給等はそのままWmoに引き継がれている。

介護に関しては、これまで特別医療費（補償）制

度の給付とされてきた家事援助が、社会支援法の

対象とされて、医療保険制度の給付から公費によ

る給付へと切り替わった。つまり、特別医療費（補

償）制度は、今後は相対的に重度の医療・介護サー

ビスを対象とし、家事援助のような軽度のサービ

スは社会支援法の下で実施されることになる。し

たがって、これまで給付の申請にあたって行われ

ていた要介護認定のうち、家事援助に関する申請

については、自治体による認定が行われる。同制

度は財源を公費とし、各自治体には高齢者や障が

い者の自立支援のほか、家族介護者への援助など

を行うことも期待されている。また、各自治体に

出典：Pommer＝Woittiez＝Stevens(2007) p.15 Figure2より

図２ ひとり暮らしの親が自立した生活ができなくなった場合、誰が介護をすべきか

（％）
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は 4年に 1度、地域計画を策定することが義務づ

けられた。

社会支援法が対象とする主なサービスの実施は

あくまで自治体の裁量に委ねられるが、各自治体

に力量の差があることや、今までは特別医療費（補

償）制度によりカバーされてきた家事援助サービ

スが公費によるサービスに変更されたことにより、

これからのサービス利用が不安定になるという懸

念が示されるなど、論議を呼び起こしている。加

えて、自治体の裁量が強まることにより、サービ

スの利用に地域差が大きくなることも予想されて

いる。例えば政府は、すでに自治体に対して、必

要に応じてアラームなどを利用した 24時間サービ

スや、住民の介護相談などを受ける「地域支援セ

ンター」の設置をはたらきかけているが、最近の

調査によれば、約 1/4の自治体でまだその設置が

進んでおらず、また高齢者ホームもナーシングホー

ムも地域支援センターも設立されていない自治体

が若干数あることが明らかにされている14)。

⑵ 介護のための現金給付（個別ケア予算：Per-

soonsgebonden budget：PGB）

試験的事業を経て 1996年より特別医療費（補

償）制度に、個別ケア予算（PGB）とよばれる介

護のための現金給付が導入され、それまでのサー

ビスの現物給付に加えて、現金給付も選択できる

ようになった。受給条件は、在宅で 3ヵ月間以上要

介護状態にあることとされる。個別ケア予算の額

は、機能別に分けられた必要なサービスと必要な

時間をもとに決定され、1日あたりの上限額が決め

られている。

現金給付の導入によりサービス利用者の選択の

幅を広げることが目的であるが、そのいっぽうで

介護市場の形成を促して既存の民間非営利団体を

競争にさらしてより効率的なサービス提供体制を

築くこともねらいとされている。

最近では、この現金給付をさらに拡大し、自己

管理を強めていく方向にある。現金給付を選ぶ人々

の数が増えているなかで、2005年現在、個別ケア

予算の利用者は、全体で約 78,000人おり、そのう

ち 56歳以上の利用者が 37,000人となっている。

また、現金給付利用者のうち、約 7割が家族等

のインフォーマルな介護者に現金を支給しており、

約 3割が専門サービス機関のサービスの購入に当

てている。

家族等のインフォーマルな介護者のうち、約半

数は、現金給付を使った介護を行う前に有給職に

就いておらず、この現金給付プログラムが長期介

護を担う労働力を拡大したという見方もある。し

かし、今までの無償労働を有償化したといえるいっ

ぽうで、主に女性が担っている現金給付による介

護は、女性たちを生活の見通しのない低賃金労働

に従事させる「罠」にもなりかねない、と指摘す

る論者もいる。高齢者は若年障がい者等に比べて、

インフォーマルな介護者を選ぶ傾向がある。そこ

で、現金給付利用者を支援する団体（Per Saldo）

は、政府の補助金を受けて、現金給付利用者に対

する情報提供やアドバイスを行っている。

他方、現金給付は、専門サービスの提供者にとっ

てどのような意味をもつのだろうか。現金給付に

よるサービスを提供することで、専門サービス提

供者は追加的な収入を生み出すことになるが、職

員不足の問題からその調整にディレンマを生じる

ことがある。また現金のやりとりがスムースでな

い場合もあり、現在までのところ、現金給付の導

入は当初予想されたほどのメリットにはなってい

ないようである。

⑶ 家族介護への期待

1990年代後半になり、長期医療と介護をめぐる

政策には、高まるニーズに対する財源の確保と、

在宅と施設の両面での専門サービスの待機者問題

が深刻になり、介護のための人材の確保が政策課

題となった。そして家族介護もまた、この文脈に
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おいて奨励されている。

2001年に保健・福祉・スポーツ省が発行した白

書“Zorg Nabij”（身近なケア）には、家族介護の

促進と、家族介護者への支援の方針が示されてい

る。特に介護を行う家族に対するレスパイトケア

などの支援策や、就労と介護の調和をはかるため

の取り組みなどがあげられている。

他方で、労働市場の人材不足が今後ますます進

むことが予想されることから、女性就労の促進も

重視されている。北欧のような男女の就労を前提

としてきた社会からみると、オランダの場合、今

後は、仕事も介護も同時に負担が高まっていくこ

とを意味するのではなかろうか。就労と子育ての

両立に比べて、就労と介護の両立には被介護者の

状態の予測が困難であることから、より個々の状

況に応じたきめ細かい支援策がますます必要とな

ろう。

おわりに

オランダの社会福祉改革は、これまで施設サー

ビスから在宅サービスへの転換を軸に、地域をベー

スとして専門サービスを中心とした効率的なケア

体制を築くための改革が重ねられてきた。しかし、

最近の改革動向は、伝統的な公的責任や相互扶助

の理念を大きく転換させるものとなっている。つ

まり、財源の逼迫を主な理由とした政府の財政抑

制策は、フォーマルセクターにおいては、①自治

体を中心とした地域福祉システムの構築、②介護

市場の形成と競争原理の導入（伝統的なサービス

提供者である民間非営利団体と営利団体との競争

が中心）、③公的責任の後退（ケアの自己責任化）

といった流れをつくっており、また、インフォー

マルセクターにおいても、①現金の導入による利

用者本位（消費者中心）のサービスシステム、②

家族介護の促進と家族介護者への支援、③ボラン

ティア等の社会資源の活用などが重視される方向

にある。

以上のような改革が、地域における「ケアの統

合」をどのようなかたちで進めていくのか、今後

も注目していきたい。

注

1） 社会文化計画局（SCP）は政府の補助金により運

営される研究機関であるが、独立した機関として

社会政策に関する調査・研究を行っている。そこ

では高齢者施策の参考とするために、隔年ごとに

高齢者の生活実態に関する報告書（Rapportage
 

ouderen）を発行している。

2) Boer(2006)pp.242-243
 

3) Boer(2006)pp.79-80
 

4) Boer(2006)p.15
 

5) 廣瀬（2005）pp.135-139
 

6) 一例をあげれば、ウトレヒトにある民間非営利団

体が一般住宅を借り上げて運営する小規模グルー

プホームは、車椅子対応の 6人分の個室と、リビ

ング・ダイニングルームの共同スペースを備えて

おり、認知症高齢者だけでなく身体障害者も居住

している。そこには、掃除や料理など家事援助の

みを行う職員が日中 1名配置されているほか、建

物の 1階には在宅医療・介護ステーションとして、

看護・介護の専門職員が交替で 24時間常駐してい

る。〔2006年の現地調査より〕

7) Boer(2006)pp.144-145
 

8) Ministerie van Volksgezondheid,Welzijhen Sports

(2005)pp.22-23
 

9) Ex＝Gorter＝Janssen (2003)pp.11-12
 

10)Boer(2006)p.155
 

11)Boer(2006)pp.147-148
 

12)EUの補助金により実施されている医療・介護サー

ビスの統合に関する研究プロジェクトとして、例

えば“CARMEN”（The Care and Management of
 

Services for Older People in Europe Network :

2001-2004）と名づけられた調査研究ネットワーク

は、ヨーロッパ 11カ国を対象として、高齢者に対

るケアとマネージメントに関する調査を行ってい

る〔Banks(2004)〕。また、“PROCARE”（Providing
 

Integrated Health and Social Care for Older Per-

sons）は、ヨーロッパの 9カ国を対象に、高齢者

に関する統合的な医療と福祉サービスのあり方に

ついて調査を実施している。詳しくは、Ex＝Gorter＝
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Janssenya（2003）や、Billings＝Lechsenring（2005）

などを参照されたい。

13)Pommer＝Woittiez＝Stevens (2007) pp.13-14, p.

25
 

14)Boer(2006)p.152
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